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メタル
維持限界加入電話

2035年

電電公社設立以来、サービス終了・移行なし

基本的な考え方

加入電話サービスにおける既存顧客の移行は
初の試みであることに加え、競争事業者のサービスにも影響がある

公正競争環境を確保しつつ、利用者保護を図るべく業界全体で取り組む必要がある

直収
終了

競争事業者のサービスにも影響

想定移行先サービスが複数存在
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基本的な考え方

NTT東西の光ファイバ網・線路敷設基盤は、我が国のあらゆる通信にとって不可欠

メタルから光への移行にあたり、過度に無線に依存するなど
これらの縮小につながるようなことのないようにすべき

局舎
※NTTや競争事業者が

サーバーや交換機を置くこと可能な建物

電柱
※回線を懸架し住宅等までの
通信ラインを構築する設備

携帯基地局

管路
※日本全国に張り巡らされた

通信回線パイプライン

携帯基地局

住宅等

ビル・住宅等

都市 地方

モバイル 自動運転
GIGA

スクール
スマート農業

とう道
※人が通れる大きさの
通信回線敷設トンネル

光ファイバ
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加入電話は第一号基礎的電気通信役務であること、
NTT東西のメタル回線・光回線は第一種指定電気通信設備であることを踏まえつつ、

利用者保護・公正競争環境の確保（関係事業者への影響対応）の観点から
まずは現時点で想定される加入電話代替サービスの評価・在り方の検討が必要

基本的な考え方

出典：固定電話サービス移行円滑化委員会（第1回）資料1-3 「固定電話サービスの円滑な移行の在り方」諮問の概要
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NTT東西のメタル回線に依存 光・無線等

NTT東西 その他事業者 NTT東西 その他事業者

5,000円

4,000円

3,000円

2,000円

1,000円

0円

光IP電話(BBセット)

加入電話(住宅用)

799万

加入電話(事務用)

245万

直収電話
(事務用)

ISDN64
(事務用)

直収電話
約100万

INS64
(事務用)

93万

直収電話
(住宅用)

ワイヤレス
固定電話

766

モバイル網
固定電話

106万

光回線電話
数万

光IP電話【ひかり電話ネクスト】

第一号基礎的電気通信役務

光IP電話(BBセット)

CATV電話
850万

※NTT東西の光IP電話(0AB-J)
全体で約1,840万

※その他事業者の光IP電話(0AB-J)
全体で約1,740万

出典：総務省 電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データ（2024年度第4四半期）、総務省 ケーブルテレビの現状（2024年12月版） 、NTT東西 2024年度電気通信役務契約等状況報告 を基に当社作成
契約数は2025年3月末現在（各種データを基に一部推計あり）。CATV電話の契約数は2024年3月末現在。各サービスはおおまかに配置しており価格帯（税抜）は目安

現状の固定電話サービスの概況・移行イメージ

移行

利用者保護
の観点

公正競争の観点
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加入電話代替サービスの評価
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ブロードバンド＋光IP電話

光回線電話

ワイヤレス固定電話

モバイル網固定電話

メタル固定電話

加入電話の代替サービス

第一号基礎的役務

光

第一号基礎的役務 光

移行先として想定する代替サービスについて、
それぞれの品質の違いや利用者の受容度合い、競争市場に与える影響等を考慮し、

各サービスの提供の在り方を検討すべき

無線

無線
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出典：総務省 デジタルインフラ整備計画2030概要（2025年6月11日） 

出典：固定電話サービス移行円滑化委員会（第1回）資料1-4 NTT東西説明資料 ほか公開情報より当社作成

ブロードバンド＋光IP電話

光ファイバの全国世帯カバー率99.9％を目指しているところであり、加えて
固定ブロードバンドサービスは第二号基礎的電気通信役務として指定されている

セット利用が前提の光IP電話は第一号基礎的役務ではないが、主要な移行先と想定
（電話単体での利用規模は今後も縮小）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

加入電話
（第一号基礎的電気通信役務）

FY00 FY24 FY35

IP電話
光ブロードバンド重畳利用拡大

450万

代替サービス
450万回線が移行
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光回線電話

単体利用が可能な光IP電話で、従来はメタルの提供が難しい特定エリアに限って
提供されていたが、2025年10月1日から全国にエリア展開する旨を公表

出典：NTT東西 今後の固定電話サービスについて（2025年9月29日）
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光回線電話

従来、NTT東西が全国展開していた光IP電話は「ひかり電話ネクスト」で、
光回線電話と明確に役割分担がされていた認識

（競争環境下、NTT東西の判断で提供しているサービスは「ひかり電話ネクスト」との理解）

出典：NTT東日本ウェブサイトほか公開情報より当社作成

ひかり電話ネクスト 光回線電話・ワイヤレス固定電話 加入電話

ブロードバンドの
セット契約

不要
（電話単体利用可能）

不要
（電話単体利用可能）

不要
（電話単体利用可能）

料金（税込） 2,750円
2,750円・2,640円（事務用）

1,870円・1,760円（住宅用）

2,750円・2,640円（事務用）

1,870円・1,760円（住宅用）

提供エリア 全国
（フレッツ光提供エリア）

加入電話の提供が難しい特定エリア 全国
（提供が難しい特定エリアを除く）

第一号
基礎的電気通信役務

－ 〇 〇

光回線電話は電話のあまねく責務（現行NTT法第3条）を果たすべく
加入電話未提供エリアの補完※のために用いられてきた

※このため、光回線電話の料金は加入電話以下とする必要あり
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光回線電話

光回線電話の料金水準は、競争事業者として同等水準でのサービス提供が事実上不可能
もともとエリアが限定されていたものが、現状のまま全国展開されるのは適切でない

料金の在り方や、公正競争のための措置について検討が必要と考える
（級局別含む料金の妥当性、光回線電話の一回線あたり費用の検証等）

出典：NTT東日本ウェブサイト
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【参考】加入光ファイバ（シェアドアクセス方式）に係る接続料の推移

出典：東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の 第一種指定電気通信設備に関する接続約款の変更の 認可申請に関する説明 （令和６年度の接続料の改定等）（2024年1月23日）に当社にて光回線電話の料金水準を追記

光回線電話（住宅用・1級局）

1,600円（税別）

※競争事業者は左記接続料の他、
収容局における装置との接続など
電話提供に係る費用も別途必要
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【参考】基礎的電気通信役務における「低廉性」の考え方

直接的な小売料金規制はなくなる方向 都市部の料金（＝競争環境下で提供されている料金）と同等であれば
低廉性が確保されるとの考え

出典：情報通信審議会  市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申（2025年2月3日）
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ワイヤレス固定電話

出典：固定電話サービス移行円滑化委員会（第1回）資料1-5 固定電話サービスの円滑な移行に関する参考資料

出典：IPネットワーク設備委員会 第四次報告（2020年11月）

ごく限られたエリアでの提供を前提とした技術基準策定

現状、条件不利地域に限って例外的に提供が認められており、それを考慮した仕様

NTT東西の本来業務は自己設備による実施が原則という法規に変更はなく
引き続き限定的な運用（光未整備かつメタル撤去計画公表済エリアでの活用）とすべき
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出典：情報通信審議会  市場環境の変化に対応した通信政策の在り方 最終答申（2025年2月3日）

モバイル網固定電話

ワイヤレス固定電話と同様、モバイル網固定電話も例外的な提供と整理済みであり
NTT東西の提供は限定的な運用（光未整備かつメタル撤去計画公表済エリアでの活用）とすべき

設備の自己設置要件は引き続き維持しつつ
モバイル網固定電話はあくまで例外として許容



© 2025 SoftBank Corp. 15

光IP電話 ＋
ブロードバンド

光IP電話
（ひかり電話ネクスト）

光回線電話
ワイヤレス
固定電話

モバイル網固定電話
（基礎的電気通信役務としての）

モバイル網固定電話
（電話転送：現行サービス）

電話番号 0ABJ番号 0ABJ番号 0ABJ番号 0ABJ番号 0ABJ番号 0ABJ番号

緊
急
通
報

接続受理機関 〇 〇 〇 〇
△

管轄外の受理機関につながる可能性・
一部通知されないエリアあり

発信番号通知 0ABJ番号 0ABJ番号 0ABJ番号 0ABJ番号 0A0番号

回線保留/呼び返し 〇 〇 〇 〇 －

災害時優先通信 〇 〇 〇 〇 －

位置通知 〇 〇 〇 〇 △
GPS/基地局位置情報のみ

ファックス 〇 〇 〇
△

蓄送受信が長い
通話中送受信不可

△
送受信に時間差、受信時に着信音

（ブロードバンド） （〇） － － － － －

提供価格目安（税別） 5,000円超 2,500円 1,700円 1,700円 ？ 980円

IPネットワーク
設備委員会にて
技術基準検討中

モバイル網固定電話

加入電話との仕様差がある代わり、主に料金面で支持を得て一定数の利用者が存在

既存仕様の変更を要する制度変更は、現行の仕様・料金に納得してサービスを選択
されているユーザに不利益を与えるため適切でない（現行仕様でのサービス提供継続を認めるべき）

出典：公開情報より当社作成
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代替サービスの在り方

加入電話の代替として提供するサービスについては、光での提供を原則とし、
無線の利用は限定的としつつ、提供の詳細条件はNTT東西案を一部修正・追加すべき

出典：固定電話サービス移行円滑化委員会（第1回）資料1-5 NTT東西説明資料

NTT東西の提供方針案 当社見解

光回線電話

光提供エリアで最優先で提供

光提供不可（建物配管等の都合）・

早期開通希望時はモバイルを案内

• 「ひかり電話ネクスト」との関係性の整理が必要

• 全国展開に先立ち、級局別含む料金の妥当性、光回線電話の
一回線あたり費用の検証等が必須

• 早期開通希望時のNTT東西によるモバイル提供は不可

※MNOの既存サービスの案内という意味であれば、MNO間の公平性
確保（ドコモを優先しない：禁止行為規制の遵守）が必須

ワイヤレス固定電話 光未提供エリアで限定的に提供 • 光未整備かつメタル撤去計画公表済エリアで限定活用

モバイル網固定電話 光未提供エリアで限定的に提供
• 光未整備かつメタル撤去計画公表済エリアで限定活用

• （既存サービスは現行仕様で継続提供可能とすべき）
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関係事業者への影響
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FY25 FY26 FY27 FY28 FY29 FY30～FY35

NTT東西
（加入電話）

ソフトバンク
（直収電話：おとくライン）

2030年3月31日
サービス終了

当社サービスへ影響のおそれ

メタル回線を利用した接続サービスに関する懸念等

当社直収電話サービス（おとくライン）は
FY26以降のNTT東西のエリア単位での移行（先行移行含む）の影響を受ける可能性がある

エリア毎の撤退計画情報等を、接続事業者に2年半～3年前までに提示いただきたい
（移行先検討・準備、利用者周知・提案、移行元解約・撤去工事及び移行先契約・設置工事等）

一部エリアで先行的な移行 エリア単位で段階的なサービス終了計画を公表し移行



© 2025 SoftBank Corp. 19

メタル 光 メタル 光

メタル縮退後

電柱・土木等の接続料原価の推移イメージ

約500億円規模※の
光の負担増

約500億円規模※

（NTT東西平均）

※総務省「メタル回線コストの在り方について 報告書」（2013年5月）の数値より推計
（メタル施設保全費：約1,400億円×電柱・土木比率：34%）

加入光回線接続料の上昇の懸念

メタル縮退により、メタル・光で共用する電柱・土木設備等費用は
全て光回線費用となり、加入光回線接続料が上昇する懸念がある

接続料の上昇を抑止する算定の在り方を早期に検討すべき
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過去、ケーブル撤去費用に充てた実績あり

売却時期・規模の見通しの公表とともに
光回線接続料の低減等に活用すべき

（売却益の用途も要公表）

メタル回線売却益の取扱い

公社時代からの承継資産であるメタル回線には国民負担の部分も含まれており、
その売却益は、広く利用者に還元できるよう検討いただきたい

出典：NTT西日本 決算説明資料「2023年度（第25期）決算について」（2024年5月10日）
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利用者保護
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移行先サービスの案内

メタル固定電話

生活に不可欠なブロードバンドも

加入電話同等品質で使い続けたい

基本料をなるべく安く済ませたい

想定される移行先サービスが複数ある中、利用者に適切な選択肢の提示・案内が必要

※ NTT東西のメタル撤去計画が前広に周知され、それに応じた以降の提案が適宜適切に行われる環境を整えることが前提
※ 移行先として特定の事業者（NTTドコモ等）のみを案内するのではなく、競争事業者サービスも同等に扱うことが必要

利用者の多様なニーズへの適切な対応・公正競争確保・移行促進の観点から、
第一号基礎的電気通信役務以外・NTTグループ以外のサービスも案内することが必要 
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メタル縮退に乗じた悪質な販売行為等による消費者被害防止策が必要

移行や周知の計画とあわせて、注意喚起等の必要な対応を実施すべき

NTT東西の利用者のみならず、
メタル回線を利用する他事業者利用者にも被害可能性があることを踏まえた対応が必要

出典：NTT西日本ウェブサイト（固定電話のIP網移行に関する専用ポータルサイト）

構成員限り

固定電話のIP電話移行時の周知の例 メタル縮退に伴う不正営業事例

消費者被害の防止

当社おとくライン契約中の利用者に対して下記事例あり
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まとめ
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論点 当社見解

基本的な考え方
• 固定電話サービスの移行は、公正競争環境を確保しつつ、利用者保護を図るべく業界全体で取り組む必要がある

• NTT東西の光ファイバ網・線路敷設基盤は我が国のあらゆる通信にとって不可欠であり、メタルから光への移行
にあたり、過度に無線に依存するなどこれらの縮小につながるようなことのないようにすべき

代替サービスの在り方
• 移行先として想定する代替サービスについて、それぞれの品質の違いや利用者の受容度合い、競争市場に与える

影響等を考慮し、各サービスの提供の在り方を検討すべき

光回線電話

• 「ひかり電話ネクスト」との関係性の整理が必要

• 全国展開に先立ち、級局別含む料金の妥当性、光回線電話の一回線あたり費用の検証等が必須

• 早期開通希望時のNTT東西によるモバイル提供は不可

※MNOの既存サービスの案内という意味であれば、MNO間の公平性確保（ドコモを優先しない：禁止行為規制の遵守）が必須

ワイヤレス固定電話 • 光未整備かつメタル撤去計画公表済エリアで限定活用

モバイル網固定電話 • 光未整備かつメタル撤去計画公表済エリアで限定活用（既存サービスは現行仕様で継続提供可能とすべき）

関係事業者への影響

• メタル回線を利用した接続サービスへの影響を考慮し、エリア毎の撤退計画情報等を、接続事業者に2年半～3年
前までに提示が必要

• 加入光回線接続料が上昇する懸念あり、接続料の上昇を抑止する算定の在り方を早期に検討すべき

• メタル回線の売却については、売却時期・規模の見通しの公表とともに、その売却益は光回線接続料の低減に活
用する等、広く利用者に還元できるよう検討いただきたい（売却益の用途も公表が必要）

利用者保護

• 利用者の多様なニーズへの適切な対応・公正競争確保・移行促進の観点から、第一号基礎的電気通信役務以外・
NTTグループ以外のサービスも案内することが必要

• NTT東西の利用者のみならず、メタル回線を利用する他事業者利用者にも被害可能性があることを踏まえた消費
者被害防止策が必要

まとめ
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